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【論文要旨】

科目 ｢産業社会と人間｣を後期中等教育におけるキャリア教育の重要な科目の一つと理解し,この科目の

現状と評価すべき点,問題点と焦眉の課題を明らかにする目的で,実施校の教育内容を検討し,教員と生徒

の意識調査を通し,教育内容と生徒の進路選択意識の関係について考察した｡その結果,(3この科目は,生

徒にとって自己の進路について考える時間を意図的に与えて.L含授業に体験的な活動を取り入れることで,

生徒の進路選択に影響を与え.③その後の授業において学習意欲,進路選択意識の向上につながるものであっ

た｡しかし,④将来の進路設計をする教育内容において,生徒の評価は低く,進路選択を自らの課題として

深め科 目選択をする点で弱きがあるという課題が指摘された｡この課題の解決には,(⑤ ｢onthejob

training｣から ｢onthejoblearnig｣-の転換が求められ,㊨ ｢わが国の産業と社会の変化｣の内容と,そ

れに関わる職業に関する労働環境や労働条件,労働に関する法律などを取り上げる必要性が認められた｡
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1.はじめに

学校教育での ｢職業指導｣｢進路指導｣と生徒

の進路に関する指導概念が,若者のフリーター思

考の広がりや無職業者の増加,高水準で推移する

就職者の早期離職等の背景を踏まえ,平成11年12

月の中央教育審議会答申 ｢初等中等教育と高等教

育との接続の改善について｣で.｢キャリア教育｣

として衣替えした｡これは,その名が示す通り学

校種間における接続をいかにするかであったが,

加えて学校教育の最終段階における接続,つまり,

｢学校教育と職業生活との接続｣の改善を視野に

入れることに重きが置かれるようになった｡

それは,当時既に ｢学校から職業-の移行｣に

かかる課題は深刻なものになっており,学校教育

における接続の改善をはかるに当たっては,卒業

後の職業生活を視野に入れた接続全体を見直す必

要があったからといえる｡

｢キャリア教育｣とは｢児童･生徒一人一人のキャ

リア発達を支援し,それぞれにふさわしいキャリ

アを形成していくために必要な意欲 ･態度や能力

を育てる教育｣と捉え,端的には ｢児童 ･生徒一

人一人の勤労観,職業観を育てる教育｣と定義さ

れている｡

そして,後期中等教育における ｢キャリア教育｣

は,高等教育との接続,また職業生活への接続と

いう要に位置付いている｡ そこで,文部省 (硯文

部科学省)は平成5年3月,高等学校設置基準の-
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部を改正し,高等学校の学科として,既存の普通

教育を主とする学科 (普通科)及び専門教育を主

とする学科 (専門学科),これに加えて新たに普

通教育と専門教育を選択履修を旨として総合的に

施す学科を定めた｡

総合学科の開設科目数は,履修単位の半分以上

が選択科目であり,それだけ興味 ･関心及び進路

希望に応じた学習が可能な学科といえる｡ 総合学

科は,｢生徒の主体性 ･個性を尊重し,主体的な

学習,課題解決型学習を通じて生きる力を育むこ

と｡ 多様化する進路に対応する勤労観 ･職業観の

育成を図り,社会及び上級学校-の円滑な移行を

目指すこと｣いを目標とした学科とされ,進路指

導を根幹に据えた学科として登場した｡

この総合学科を対象とした研究は数少ないが,

科目選択と進路選択の関係2)I3),教育課程と進路

選択の関係4),教育課程と職業教育の関係5)等が

報告され,総合学科のカリキュラムが生徒の進路

選択にいかに及ぼしているかの実証的研究が行わ

れている｡

そして,生徒自身で ｢教育課程を編成｣してい

くともいえる総合学科において,一年次から生徒

に適切な進路指導を施す科目として ｢産業社会と

人間｣が開設されている｡ この科目の主な目的は

｢職業観の育成｣｢自己理解｣｢将来の設計能力｣

等を育成するとされ,また,｢科目ガイダンス的｣

役割と位置づけられ,総合学科の目玉の科目とし

て取り扱われてきた｡また,今日では学校生活か

ら職業生活への潤滑な移行を目指した ｢キャリア

教育｣の中で｢『産業社会と人間』は目的意識や
進路意識が大きく向上していることが数多く報告

されており,教科 ･科目の領域で展開するキャリ

ア教育の実りある実践として特筆に価するもので

ある｣ 6)とされ注目されている｡

しかし,この科目に対する実践報告は何点かあ

るが7),8)研究論文は看過するところ佐々木英一(鹿

児島大)のもの9) しか見あたらない｡

佐々木は,この科目の発足当初指導資料として

発行された文部省の『産業社会と人間(指導資料)｣]

について考察し次のことを指摘していた｡教育内

容の問題点として｢『産業社会と人間』の中で育
成する 『勤労観 ･労働観』には現代の 『労働環境

や労働条件』をどのように改善していくのかと

いった視点や労働に係わる法律に関する視点が

しっかりと取り扱われていない｡｣ 10)｡ また,｢『我
が国の産業と社会の発展』 の項目については情報

化,匡l際化の視点で取り上げることとし,深入り

しないことと規定されているため,『日常生活と

の関係』だけで心構え的にとらえさせてしまう危

険性がある｣ 10)｡そして,アメリカやイギリス等

を中心に世界的規模で進められてる高等学校の科

目 ｢ワークエデュケーション｣の経験から学び,

｢職場の見学や実習などで得られる経験が,それ

自身自動的に有益だという見解でなく,教師が生

徒の批判的反省的思考と学習を育てることが重要

である｣ ll)と述べている｡

以上から,本研究では,科目 ｢産業社会と人間｣

を後期中等教育におけるキャリア教育の重要な科

目の一つと理解して,この科目の実施校の教育内

容を検討しその特徴を整理する｡ そして,教員と

生徒の意識調査を通し,この科目の評価すべき点,

問題点と焦眉の課題を明らかにし,カリキュラム

の改善,ひいては総合学科のカリキュラム改善の

基礎資料を得ることを目的とする｡

研究の方法と対象を,次のように考える｡

(1)研究方法

①抽出した全国15総合学科の｢産業社会と人間｣

の年間計画から教育内容を整理する｡ その結果,

｢産業社会と人間｣の学習指導要領上の位置付け

を加味しその特徴を明らかにする｡ また,実際に

実施している教育内容と先行研究の指摘を踏まえ

教育内容が抱える問題を検討する｡

(彰総合学科に所属する教員に対して,授業担当

の有無に関らずこの科目に対する教える側の教員

の意識,すなわち,この科目に対しての教師の目

的 (ねらい)や授業後の学習効果,この科目に対

する期待等について質問紙を用いて意識調査を行

う ｡

③ ｢産業社会と人間｣履修済みの生徒に対して

五段階評定尺度法を用いた質問紙で意識調査を行

う｡ その結果から,｢産業社会と人間｣の授業内

容が生徒の進路選択に与えた影響を明らかにす

る｡

④上記の結果を踏まえ,この科目の評価と問題

点と課題を明確にする｡

(2)調査対象

調査票による調査は,聞き取 り調査をおこなっ

た青森県立0高等学校で実施した｡調査対象は以

下のようである｡

○教員-総合学科をもつ高等学校に勤務する教

員25名

○生徒-総合学科在籍中二年次生80名
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実施時期 平成16年11月

2.｢産業社会と人間｣の教育内容の整理と特徴

教育内容の整理は,1999年度版高等学校学習指

導要領が示す内容の取り扱いの項目とその構成を

踏まえ,全国15校の総合学科の ｢産業社会と人間｣

の年間計画 (青森県立0高等学校を含む)から教

育内容項目を抽出した (表1)｡この表は,学習指

導要領の示すこの科目の3つのねらい,｢(∋職業と
社会｣｢(参我が国の産業と社会の変化｣｢③進路と

教育内容の大括り 教育内容

①職業と社会 ･職業調べ

･事業所,企業等見学及び

体験学習

･職業適性検査

②我が国の産業と ･地域の社会環境調査

社会の変化 ･科学技術の発展と社会の

変化

･地域産業見学

･国際交流

･環境に関すること

③進路と自己実現 ･総合学科及び｢産業社会｣

オリエンテーション

･前年度までの進路実績調査

･進路希望調査

･上級学校訪問

･進路適性検査

･科目ガイダンス

･履修計画

･系列ガイダンス

･体験授業

･個人面談

･ライフプランの作成,発表

表1:全国15総合学科の授業項目

70% 65%

60%50%40%30%20%10%

29%
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0% - 『- -

図1:全国15総合学科の教育内容

自己実現｣を ｢教育内容の大括り｣とし,それに

対応する教育内容を整理したものである｡そして.

全国の教育内容の特徴を調べるため,実施校が3

つのねらいに対していかなる教育内容を多く取り

上げたかをカウントした (図1参照)｡

調査対象の0高等学校の教育課程は,-年次 (今

臥 調査 した平成15年入学生)は.LHRを除い

0校の授業タイトル 教育内容の大括り

｢産業社会と人間｣オリエ 進路と自己実現

ンテ-シヨン

社会人講話の意義について 進路と自己実現

総合学科ガイダンス 進路と自己実現

スクールプラン作 り 進路と自己実現

スクールプラン発表会 進路と自己実現

社会人講話 l職業と社会

進路と自己実現 _

我が国の産業と社

会の変化

進路調査 職業と社会進路と自己実現我が国の産業と社会の変化

職業調査学習 職業と社会

原則履修についての説明 進路と自己実現

ジョブシャドー説明 職業と社会

科目ガイダンス 進路と自己実現

ジョブシャドー体験学習 職業と社会

科目選択予備調査 進路と自己実現

(履修計画表作成)

ジョブシャドー振り返り感想 職業と社会

文発表会 進路と自己実現

系列基礎実習科目体験 進路と自己実現

科目選択仮登録 .選択指導 進路と自己実現

選択科目相談会 進路と自己実現

職業研究 職業と社会

職業研究発表会 職業と社会進路と自己実現

科目選択 (個別懇談) 進路と自己実現

科目選択本登録 進路と自己実現

上級学校訪問 進路と自己実現

企業訪問 職業と社会

ライフプラン作成 進路と自己実現

ライフプラン発表会 進路と自己実現 l

表2:0高校の ｢産業社会と人間｣の年間計画
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た全30単位中,28単位が必修科目であり,残りの

2単位のみ工業技術基礎,情報技術基礎の中から

選択となっている｡

二年次は必修科目の単位数が8-16単位.選択

科目が12-20単位,｢総合的な学習の時間｣が2単

位となっている｡

三年次は,必修科目が2-10単位,選択科目が

20-28単位.｢総合的な学習の時間｣が2単位と,

学年が上がるごとに選択科目の単位数が増加する

教育課程になっている｡

0高校の ｢産業社会と人間｣の目標は,｢『産業
社会と人間jの充実を図り,確かな自己理解に導

く｣で.単位,授業時間数は.2単位,過2時間で

あり,年間計画は表2のようである｡教育内容の

特徴は図2である｡

この科目の教育内容の特徴は,図1.2のように.

学習指導要領のこの科目のねらいが示すところの

｢③進路と自己実現｣に関る内容が特に多いこと

がわかる (全国700/.,0校650/o)｡そして,｢(む我

が国の産業と社会の変化｣の内容が少なかった(全

国13%,0校60/.)｡また.｢(釘我が国の産業と社

会の変化｣の教育内容は,0高校では留学生によ

る｢社会人講話｣として行われた国際交流のみで,

他の12実践 (教育内容)は他校のものである｡

これらから全国の教育内容の取り扱いの動向と

0校の動向は.教育内容の大括 りにおける,｢③

進路と自己実現｣が多く.｢②我が国の産業と社

会の変化｣が少ない傾向において基本的に同じで

あるといえる｡

また,佐々木が総合学科発足当初指摘した ｢(参

我が国の産業と社会の変化｣の内容が乏しく,特

に ｢労働に関る法律｣や ｢労働の環境の変化｣.｢産

業･社会構造の変化｣といった視点が少ないといっ

た点も,発足後10年以上も経過した時点でも変わ

らないことが明らかになった｡

項 25日敬 2015105 20

9

I
2｢｢0

職業と社会 産業と社会の変化 進路と自己実理

図2 0高校総合学科の教育内容

これには様々な理由が考えられるが.主な要因

として.聞き取り調査校でのある教員の意見が参

考になる｡それは.｢F産業社会と人間』の指導資

料が,文部科学省の発行した指導資料のみである

こと｣と,また.｢学習指導要領でこの科目は.

地域性を考慮し体験的な活動を取り入れることと

されたことで.産業構造に地域差があるために取

り上げにくい｣ということであった｡この指摘は.

この科目において ｢我が国の産業と社会の変化｣

を積極的に取り上げる意義が深められてこなかっ

たことを意味していると思われる｡

3.科目に対しての教員の意識

教員の意識調査は,教員が考える ｢産業社会と

人間｣の日的,学習効果,科目設置についてどの

ように考えているのかを明らかにするために行っ

た｡回答数は15名/25名,回収率は60%であった｡

そのうち,7名の教員が ｢産業社会と人間｣の指

導に関わったことがあり.8名が関わったことが

ないと回答した｡

(1)教員はこの科目の目的をどのようにとらえて

いるか

◎質問Ⅰ- ｢F産業社会と人間』の目的をどの

ように考えていますか｡次の1-10の中から選ん

で下さい (複数回答可)｣

その他学ぶ意義
の
発
見

自己理解
人
生
設
計
能
力

進
路
決
定
に
必
要
な

態
度
.
能
力

の
育
成

教
科
.
科
目
選
択
能
力

の
育
成

産
業
の
理
解

職
業
観
.
勤
労
観
の
育
成

就
業
に
必
要

な
基
本
的
な
能
力
.

態
度
の
育
成

在
り
方
.
生

き
方

図3:教員が考える科目の目的
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選択項目は.高等学校学習指導要領のE]的,令

指導内容の目標から我々が整理して設定した｡

◎科目の目的の考察

図3より,教員の考えているこの科目の目的で

多いものは,｢1.産業社会における自己の在り方,

生き方について考える｣.｢3.望ましい職業観 ･

勤労観の育成｣.｢5.教科･科目選択能力の育成｣,

｢6.進路決定に必要な能力･態度の育成｣である｡

この科目の授業を担当したかどうかの関わりの

有無による目的のとらえ方の違いで,顕著だった

項目は,｢2.就業に必要な基本的な能力 ･態度の

育成｣｢5.教科 ･科目選択能力の育成｣｢6.進路

決定に必要な能力 ･態度の育成｣であった｡この

科目を担当したことのある教員は自らの経験か

ら,この科E]の教育内容ではこれらの目的を充分

に達成させることが難しいと考えているのではな

いだろうかと思われる｡

教員が考える目的と,学習指導要領の各日的(ね

らい)と照らし合わせると,｢ア,社会生活や職

業生活に必要な基本的な能力及び望ましい勤労

観,職業観の育成 ((∋職業と社会)｣と ｢ウ,自

己の将来の生き方や進路についての考察及び各教

科 ･科目の履修計画の作成を達成する (③進路と

自己実現)｣の大きくこの二つを達成することが

目的とされているといえる｡

やはり多くの教員も,｢(参我が国の産業と社会

の変化｣のねらいを意識しているとはいえず,前

章の佐々木の指摘はそのまま該当するといえる｡

(2)｢産業社会と人間｣の学習効果

◎質問ロー ｢質問Ⅰであげた目的をどれだけ達

成できていると感じていますか｣

図4:教育目的の達成度

◎質問Ⅲ-1)-｢F産業社会と人間』の学習後
に生徒の進路,科 目選択に関する意識に変化が

あったと思われますか｡｣

図5:進路･科目選択の意識の変化

◎質問Ⅳ-2)-｢F産業社会と人間｣学習後に

生徒の学習に対する意欲に変化はあったと思いま

すか｡｣

図6:生徒の学習意欲の変化

◎学習効果の考察

図4より,教育目的は67%の教員が ｢だいたい

達成できている｣と回答した｡しかし,33%の教

員が｢あまり達成できていない｣と回答している｡

その理由として.｢評価の対象が生徒の内面であ

るために効果を測定することが難しい｣といった

ことがあげられていた｡

図5より,進路 ･科目選択に対する生徒の意識

の変化は.すべての教員が ｢多くの生徒が変化し

た｣｢一部の生徒が変化した｣と回答した｡この

ことから,この科目は ｢進路選択ガイダンス｣｢科

目選択ガイダンス｣といったこの科目の目的を果

たしていると思われる｡

図6より,学習意欲の変化に関する質問も9割の

教員が ｢多くの生徒の意欲が向上した｣,｢一部の

生徒は向上した｣と回答している｡図5の結果と

照らし合わせて考えると進路選択,科目選択に対

する意識の変化が,学習意欲の向上につながって

いると考えられる｡｢産業社会と人間｣が生徒の

進路,学習意欲の向上に大きく関わる科目である
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ことがこれらの結果からいえる｡
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(3)｢産業社会と人間｣の設定について

◎質問Ⅳ-｢『産業社会と人間』は原則履修科
目として設定する必要があると思いますか｡｣

記述式の理由

0 - 20% %

80%

% 50% 10

ロ原則履修科目として設けた方が良い

■原則履修科目として設けなくても良い

図7二原則履修科目として設けるべきか

(五原則履修科目として設けるべき理由は,次の

ようであった

･進路決定に関して必要だと考える｡

･科目選択を考える時間を確保できる｡

･考える時間を与えることで,考えるようにな

るから｡

･自分の将来について考えるきっかけになるか

ら｡

･意義のある時間と考えているから｡

･ねらいを考えた場合,本人の将来,社会のた

めにますます必要となる能力だから｡

･総合学科では必要｡

･基本的なことだから｡

(参原則履修科目として設けなくてもよい理由

は,次のようであった｡

･自己についてしっかりと考え,保護者の理解

を得ている生徒は入学時点でけっこう多いか

ら｡

･学校の裁量に任せるべきである｡

◎質問Ⅴ-｢『産業社会と人間』は学校設定科
目としてすべての高等学校で設けることが可能だ

が,総合学科以外の学科で設けることについてど

のように考えていますか｡｣

記述式の理由

(∋すべての学科で取り組むべきだとする理由

は,次のようであった｡

･社会の中で生きるということを考えるために

必要

･高校生に必要な科目だと思うから｡

･これからの社会を考えると必要｡

･進路達成のために必要｡

図8:｢産業社会と人間｣は他学科でも取り組むべきか

(彰特に設けなくてもよいとする理由は,次のよ

うであった｡

･総合学科には必要なため｡

･総合学科では学科の性格上必要だが,他の学

科には必要性を感じない｡

･他学科では科目選択に時間をかけなくてもよ

いので,LHRによる進路指導で十分なため,

特別な時間を設けなくてもよい｡

･学習を進める過程で進路決定がおのずとなさ

れるから｡

･すでに進路などの目標がはっきりしている高

校であると思うから｡

･科目として生徒たちに実施するのは.目的実

現のために困難や無駄が多いから｡

･学校の裁量に任せるべき｡

(彰その他の理由は,次のようであった｡

･職業学科のある高等学校には必要ないが普通

科 ･専門学科には必要｡

◎｢産業社会と人間｣の設置についての考察
図7より,総合学科では,｢産業社会と人間｣を
必修科目として設けたほうが良いと考えている教

員は80%であった｡理由として ｢将来について考

えるきっかけをもたせられる｣,｢科目選択を考え
る時間の確保ができる｣など,意図的に将来につ

いて生徒に考える時間を与えることができると考

えているからであった｡

そして,この科目を実施したことにより,学習

意欲の向上や進路 ･科目選択の意識の向上につな

がったと理解しているためと思われる｡
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図8より,｢産業社会と人間｣を総合学科以外の
学科でも設けるべきかという質問に対しては約7

割が設けなくてもよい,3割が設けるべき (その

他として,普通科,総合学科では必要という意見

も含める)と回答した｡取 り組むべきという理由

では,｢これからの社会で生きていくためには,
すべての生徒が学んでおく必要性がある｣といっ

たような意見がみられた｡

これは,職業観 ･勤労観をはじめとする,社会

に生きる態度といったような点を.後期中等教育

の最後の教育機関である高等学校全体の大きな目

標ととらえているといえる｡つまり,キャリア教

育を実現する科目として ｢産業社会と人間｣を高

校生に教えることが望ましい科目として捉えてい

るといえよう｡

設けなくてもよいという意見の中には ｢総合学

科には必要｣だが,その他の学科は,学校により

進路が決まっているので必要ない｣といった意見

が多かった｡

設けなくてよいとする後者は,｢産業社会と人
間｣は選択履修の形態をとる総合学科の特性上必

要であり,科目選択を円滑に進めるためと理解 し

ている教員が多いと思われる｡このことは.｢キャ
リア教育はLHRで十分｣という意見からも,他

学科では,進路指導をLHRの時間を有効活用す

ることで足 りると考えていることからもいえる｡

一方設けるべきとする少数派は.後期中等教育

の最後の教育機関において,高等教育機関に進む

生徒を含めて.社会や職業を知 り自己理解を深め

るための,キャリア教育としてこの科目は必要で

あると考えている｡

4.｢産業社会と人間｣が生徒の進路選択 ･科目

選択に与えた影響

キャリア教育を根幹にすえた総合学科では.生

徒の多様な進路に対応する以前に.生徒に産業社

会に対する科学的認識を形成 し.望ましい勤労

観 ･職業観を育或する中で高校卒業後の進路を明

確にさせ,生徒の進路に対応することが必要と考

えられる｡

よって,本研究では総合学科の目標を｢勤労観･

職業観の育成から進路を明確にする｣とし,総合

学科の中核的な役割を担う ｢産業社会と人間｣も

同様の目的を持つ科 目と考えた｡そこで.1年次

に実施した ｢産業社会と人間｣が.その後の生徒

の進路調査時における進路の選択に与えた影響を

授業タイトルごとに調べた｡これは,授業タイト

ル.すなわち,その教育内容が進路を考える時ど

の位影響を与えたかを調べるもので,その度合い

を五段階で表した｡｡

調査対象は,｢産業社会と人間｣履修済みの生
徒80名に平成16年11月に実施 した｡回収数78/80

で回収率は98%であった｡

◎質問- ｢一年生で受けた科目 『産業社会と人

間』の内容の中で現在 (平成16年11月)志望する

進路の選択に影響を受けたと思われるものを下記

の五段階より選択し,当てはまる段階に○をつけ

16上級学校･企業訪問

14.職業研究

9ジョフシャドー

7.職業調査学習

6.進路調査

5.社会人講話

1.宿泊研修

0% - 50% 100%

巳1.とても受けた■2.まあまあ受けた
■3.普通 □4,あまり受けなかった

図9:5割以上の生徒が志望進路先の選択に影響を受

けたと回答した授業タイトル

(注.ジョブシャドーとは職業人の勤労の様子を観

察する実習である)

園9の回答状況は,以下の表3に示す｡

段階項目 とても受けた まあまあ受けた 普通 あまり受けなかった 全 く受けなかった割合 割合 割合 割合 割合

α) 17% 36% 30% 12% .6%

@ 44% 34% 19% 0% 4%

⑥ 17% 40% 29% 10% 4%

⑦ 18% 49% 27% 4% 3%

⑨ 44% 36% 10% 3% 5%

⑭ 23% 42% 30% 3% 4%

⑯ 45% 35% 14% 0% 6%

表3:5割以上の生徒が志望進路の選択に参考になっ

たと回答した授業タイトル

(注.項目の番号は図9の授業内容の番号と一致する)



44

てください｡｣

結果は,図9と表3である｡
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◎生徒の意識調査の考察

図9,表3より,｢5.社会人講話｣｢7.職業調査

学習｣｢9.ジョブシャドー｣｢14.職業研究｣｢16,

上級学校 ･企業訪問｣｢6.進路調査｣｢1.宿泊研

修｣が過半数の生徒の進路選択に影響を与えてい

たことがわかる｡

これは,授業形態はそれぞれ異なるが.どの内

容も実際の職業や社会人に対面することで.より

具体的に自己の将来について考える時間を持つこ

とができたからであろう｡よって,これらが自己

の卒業後の生活に直接関係しうる内容であること

から多くの生徒が志望する進路先の選択に,｢参

考になった｣と回答する結果となったのではない

かと思われる｡

次に図10,表4は,進路選択に参考になったと

する項目が5割以下のものである｡その中でも｢2.

高校生活ガイダンス｣,｢3.スクールプラン作 り｣,

｢4.私のスクールプラン発表｣,｢11.ジョブシャ

ドー振り返り発表会｣,｢17.ライフプラン作り｣,

｢18.ライフプラン発表会｣の6項目が特に ｢参考

になる｣という回答が少なかった｡

｢3.スクールプラン作 り｣｢17.ライフプラン

作り｣など.高校生活,卒業後の生活を自分で考

え設計する上で,進路実現に大きな影響を与えか

18.ライフプラン発表会

17ライフプラン作成

15科･目選択 (個別懇談)

13選択科目相談会

12系列基礎自習科目体験

11.ジョブシャト掛ノ返り発表会

10.科目説明

8原則履修について説明

4私のスクールプラン発表

3私のスクールプラン作り

2高校生活ガイダンス

0% 20% 40% 60% 80% 100

ロ1.とても受けた ■2.まあまあ受けた
■3.普通 [コ4.あまり受けなかった

図10:志望進路先の選択の参考になったと回答した

生徒が5割以下だった授業タイトル

ねない授業内容と思われる｡しかし.希望進路の

選択に与えた影響が低かったことに注目する必要

がある｡

これは,生徒が高校生活や卒業後の生活を近い

将来として,また自分の身近な問題としてとらえ

られる意識が低いことと,自らの問題として深め

られる授業として充分機能していなかったとも考

えられる｡

また,｢13.科目選択 (個別懇談)｣等選択科目

を選択する説明や相談に関わる授業も.上記と同

様に現在の志望進路の選択に影響を与えたと感じ

ている生徒が少なかった｡0高校では.2年次以

降の教育課程は生徒の選択によって履修科目が決

定される｡加えて,総合学科では,生徒の多様な

志望進路に対応するために,選択履修を旨として

いる｡つまり,科目選択は少なからずこの進路を

選択することに関わるといってよいと思われる｡

しかし調査では.生徒は ｢科目選択｣が現在の

志望進路に与えている影響が少ないともいえる結

果になった｡このことから.生徒は.進路を意識

した上で科目選択をする意識が弱いのではないか

と推測される｡

つまり,生徒の意識として ｢科目選択-進路選

択｣といった観点につながる意識が弱いといえる

と思われる｡

ここで,教員の意識調査と比較すると,教員は

図10の回答状況は,以下の表4に示す

!段階項目 とても受けた まあまあ受けた 普通 あまり受けなかった 全く受けなかった割合 割合 割合 割合 割合

@ 1% 34% 48% 10% 8%

@ 5% 23% 48% 17% 8%

@ 9% 18% 47% 16% 12%

@ 18% 19% 38% 16% 9%

⑬ 3% 25% 55% 13% 6%

⑫ 14% 29% 47% 8% 4%

⑬ 14% 26% 53% 5% 3%

⑮ 22% 23% 39% 12% 5%

㊨ 13% 29% 35% 17% 8%

表4二志望進路の選択に参考になったと回答した生徒

が5割以下だった授業タイトル

(注.項目の番号は図10の授業内容の番号と一致する)
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生徒の進路 ･科目選択の意識に変化が見られたと

感じているが,生徒は結果として科目選択を自己

の志望進路の選択までつなげるといったところま

で至っていないといった相違が現れている｡

その要因とし,先行研究の佐々木の指摘,つま

り,ワークエデュケーションの経験である,｢職

場の見学や実習などで得られる経験が,それ自身

自動的に有益だという見解でなく,教師が生徒の

批判的反省的思考と学習を育てることが重要｣と

する省察的授業をこれらの授業タイトル (故育内

杏)で機能させることが充分行えていなかったと

考えられる｡

5.結論と今後の課題

以上の調査と考察から科目 ｢産業社会と人間｣

のカリキュラムと生徒の進路選択意識について以

下のように結論することができる｡

抽出した全国15総合学科のこの科目の教育内容

の特徴は,学習指導要領に位置づけられた教育内

容の大括りである ｢わが国の産業と社会の変化｣

の扱いが少なかった｡この傾向は,総合学科の発

足から基本的に変わらないと思われる｡

0校の調査からこの科目の評価できる点とし

て,第1に,この科目は,生徒にとって自己の進

路について考える時間を意図的に与えていた,と

いえる｡

教員は,この科目で生徒に進路について考える

時間を確保したいと考えており,その指導により,

進路選択意識の向上がはかられ,進路について考

える時間が与えられていた｡

生徒も ｢産業社会と人間｣の授業内容の中で自

己の志望進路を選択するために参考になったと多

くの授業場面で答えており,したがって,自己の

進路について考えることができたといえる｡

第2に,体験的な活動を取 り入れたことで,生

徒の希望進路の選択に大きく影響を与えていたこ

とである｡

生徒の志望進路の選択で,｢社会人講話｣｢職業

調査学習｣｢ジョブシャドー｣｢職業研究｣｢上級

学校 ･企業訪問｣｢進路調査｣｢宿泊研修｣等の授

業タイトル (教育内容)の場面において過半数の

生徒に影響を与えていた｡そしてこのことは,学

習指導要領において ｢産業社会と人間｣の授業形

態として求めている体験的 ･主体的な活動が,生

徒の進路選択に強く影響を与える授業形態である

ことを示している｡
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第3は,この科目はその後の授業おいて,学習

意欲,進路意識の向上につながるものである｡

多くの教員が ｢産業社会と人間｣の履修後の生

徒は,学習意欲が向上し,進路意識にも変化が見

られたと回答していた｡また,生徒も授業におい

て志望進路の選択に参考になっていることから.

進路意識に変化をもたらしているといえる｡

次に問題点と課題としてあげられることは,

第1に,0校のこの科目の授業タイトル (教育内容)

で,｢3.スクールプラン作り｣,｢17.ライフプラ

ン作り｣や ｢13.科目選択｣等高校生活,卒業後

の生活を自分で考え設計する上で,進路実現に大

きな影響を与えかねない教育内容と思われる場面

での肯定的回答が低い数字を示したことである｡

様々な要因が考えられるが,進路選択意識という

視点で考察すると,自分の進路を充分に考え,料

目を選択するという行為に繋がりにくかったとい

うことがいえる｡

そして,この要因をカリキュラム編成の視点で

論究すると,前節で述べた,佐々木の指摘が重要

となる｡ それは,進路意識の形成に必要とされる

実習や観察の経験,社会人との会話による体験等

の有益なものを,生徒の批判的反省的思考と学習

により育てることができているかということにあ

る｡ワークエデュケーションでいう,｢onthejob

training｣から ｢onthejoblearnig｣-の転換が

求められているといえるのではないかと思われ

る｡

第2は,1と関わり.職業を自分のこととして捉

えるには,わが国の産業と社会の変化,すなわち,

職業が産業の変化の中でいかに位置付いている

か,また,その職業に関する労働環境や労働条件,

それらの環境を維持改善するために必要な労働に

関する法律等の科学的認識が形成されなければな

らないと思われる｡ その点,この科目の目的の一

つである,｢わが国の産業と社会の変化｣の教育

内容が少ないことが問題と思われる｡

職業観,勤労観の育成とともに,｢労働観｣と

も呼べる自己の働きとしてのとらえ方が,生徒に

形成されなければ,第1の問題で指摘した,自分

の進路を充分に考え,科目を選択するという行為

において,さらに深めて理解することが困難なの

ではないかと思われ,これらの授業タイトル (教

育内零)を検討することが,この科目の焦眉の課

題と思われる｡

ただし本調査は,各授業タイトル (教育内容)
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ごとの授業展開を授業内容に即 して詳細に検討し

たものでなく,一面的な考察であるとのそしりを

免れない｡この点については,今後の研究課題と

したい｡

最後に,｢全ての高等学校でこの科 目を実施す

べきか｣という教員の意識調査では,三割の支持

しか得られなかったが,我々は,後期中等教育段

階の ｢キャリア教育｣ として ｢産業社会 と人間｣

をすべての高等学校で実施するべきであると考え

る｡ それは,高等学校の目的が,学校教育基本法

において ｢高等普通教育および専門教育を施すこ

と｣とされているが,実際現在の普通科では専門

教育は施されていない｡これが,高等学校の問題

とされる ｢学校と学校,学校 と職業生活-の移行｣

を円滑に行えていないといった問題をうみだして

いるのではないかと考えるからである｡

科 目 ｢産業社会と人間｣は,本調査からもいえ

るように,｢キャリア教育｣が目指す柱の一つで

ある ｢主体的に進路を選択する能力 ･態度を育て

る教育｣の面で生徒に大きな影響を与えている｡

このことからもこの科目は,総合学科に限らず高

等教育に進む生徒を含め全ての学科において実施

すべきと考える｡

そしてこの科目は.現代の高校生の進路選択を

明確にできるものとして期待されるし,そのため

にもさらなるカリキュラム改善が図られることを

望むものである｡

本調査研究において,調査校の校長先生,担当

の先生には,お忙 しい中丁寧に説明していただき,

また,ご指導ご援助いただきありがとうございま

した｡また,調査にご協力下さいました,先生 ･

生徒の皆さんに心より感謝申し上げます｡
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